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今後、通信ネットワーク分野で消費電力の増大が著しい分野
はアクセス系、特に無線アクセス系であり、装置・設備とし
ては無線基地局とルータ。これらの消費電力を低減する研究
が重要であり、2030 年で現状の1/2～1/3、2050 年には
1/100 以下程度を目標とする必要がある。

通信ネットワークにおいてはトラフィック量の小さい設備で
の電力低減と同時に、ピークトラフィックへ対応するため、
ハードウェアのみならず通信システム、アーキテクチャの検
討も重要である。

ハードウェアでは基地局の送信アンプ、ルーティング関連の
プロセッサーとスイッチが消費電力の大きい機器として挙げ
られ、これらデバイスの省エネルギー化が重要である。

政策立案のための提案

概 要

https://www.jst.go.jp/lcs/pdf/fy2020-pp-04.pdf

図1 ネットワークの構造［2］

表1 国内ICT インフラストラクチャ
の消費電力の現状と将来予測

表2 海外ICT インフラストラクチャ
の消費電力の現状と将来予測

1.ネットワークの構造
ネットワークをコアネットワーク、メトロネットワーク、アクセスネットワーク(有線、無線)に分類し
た（図1）。主要な装置・設備は、コア及びメトロネットワークではルータ、アクセスネットワークで
は基地局である。

2.ネットワーク消費電力の計算
ネットワーク全体の消費電力は2018年時点で国内で23TWh、世界で490TWｈと推定された。
年率27％のトラフィックの増大と現状最新技術レベルの固定を前提として、2030年、2050年のトラ
フィック量を推定。それぞれについて、各ネットワークの主要な設備・機器の消費電力を積算し、現
在・将来の国内（表1下段）、海外（表2下段）の総消費電力量を推定した。

日本国内:93TWh（2030年）→9,000TWh（2050年）
世界:2,400TWh（2030年）→260,000TWh（2050年）
全体の80%をアクセス系ネットワークが占めており、今後用途の拡大によりさらなる増加も考えられる。

3.消費電力低減のための課題
消費エネルギー最大の設備は無線基地局、ついでルータ。これらの省電力を図るうえで、無線基地局に
ついてはパワーアンプ、ルータについてはプロセッサーの高効率化等が課題となる。

4.データセンターとネットワークの消費電力の比較
主要なICT インフラストラクチャである、データセンター［1］とネットワークの消費電力を比較した
ところ、両者はほぼ同レベルと推定された（表１，表２）。

情報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響に関連して、コア、メトロ、アクセス系ネットワーク構
造等一定の前提を置いて消費電力の推定を行い、課題を検討した。年率27%のトラフィック増大と最新
技術レベル固定を前提とすると、消費電力の80％を占めるアクセス系、特に無線アクセス系の消費電力
増大が問題で、改善の検討が必要である。またネットワークの消費電力増大の将来予測を、同じく主要な
ICTインフラストラクチャを構成するデータセンターと比較し、ほぼ同じレベルであることが分かった。


